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Ⅰ．本資料の目的 

1. 当委員会は、2024年 3月 29日に、次の公開草案（以下あわせて「本公開草案」という。）

を公表した。 

(1) サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案「サステナビリティ開示基準の適

用（案）」（以下「適用基準案」という。） 

(2) サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 1 号「一般開示基準（案）」（以下

「一般基準案」という。） 

(3) サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 2号「気候関連開示基準（案）」（以

下「気候基準案」という。） 

2. 本公開草案のコメント期間は 2024 年 7 月 31 日までであり、本公開草案に対して 100 通

を超えるコメントが寄せられた。 

3. 本資料は、本公開草案に寄せられたコメントのうち、自発的なフル適用の場合における

別段の定めに関する検討を行うことを目的としている。 

4. なお、本資料において、「自発的なフル適用」とは、審議事項 A1-4「『任意でサステナ

ビリティ開示基準に従った開示を行う場合』」で検討した意味において用いている。 

Ⅱ．事務局による提案の要約 

5. 本論点に関する事務局の提案を要約すると、次のとおりである（後述の第 36 項参照）。 

(1) 本公開草案において提案する「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行

う場合」の定め（後述の第 6項参照）は、自発的なフル適用の場合に適用されること

を確定基準において明確にしたうえで、本公開草案の提案を維持する。（本公開草案

の明確化） 

(2) 「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行っていた企業が法令に従い開

示を行うこととなった場合」の経過措置に関する本公開草案の提案（適用基準案第

100 項、一般基準案第 44 項及び気候基準案第 107 項）を削除する。（本公開草案か

ら変更あり） 
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(3) 上記(1)以外の事項について、自発的なフル適用の場合における取扱いを定めること

はしない。（本公開草案から変更なし） 

Ⅲ．これまでの議論 

6. 当委員会は、金融商品取引法（以下「金商法」という。）上の法定書類である有価証券報

告書において提供されるサステナビリティ関連財務開示を念頭に置きつつも、これに限

らず、企業が自発的に当委員会が公表するサステナビリティ開示基準（以下「SSBJ基準」

という。）を適用する場合にも適用可能な基準を開発するとの方針に基づき、本公開草案

では、次の項目に関して、「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合」

の定めを置くことを提案している。 

(1) 情報の記載場所（適用基準案第 64項(2)） 

(2) 同時の報告（適用基準案第 69項(2)） 

(3) 比較情報の開示（適用基準案第 76項(2)） 

(4) 経過措置（適用基準第 99項及び気候基準案第 106項） 

7. 本資料第 6項に記載した、「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合」

の定めは、審議事項 A1-4「『任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合』」

において検討したとおり、強制適用前のフル適用1ではなく、自発的なフル適用の場合に

おける別段の定めとすることを意図している。 

8. また、法令により SSBJ 基準に基づく開示を行うことを強制される企業が、法令に従い

SSBJ 基準を適用する最初の年次報告期間において、それまで任意で開示を行っていたか

どうかで適用される経過措置の範囲が異なることは不合理であるとの考えや、SSBJ 基準

において手当てを行わない場合、積極的に開示に取り組む企業が開示を行うことを躊躇

し、開示される情報量が減少し、結果的に主要な利用者の便益を損なうことへの懸念か

ら、本公開草案では、「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行っていた企業

が法令に従い開示を行うこととなった場合」の定めを置くことを提案している（適用基

準案第 100 項、一般基準案第 44 項及び気候基準案第 107 項並びに適用基準案 BC169 項、

一般基準案 BC65項及び気候基準案 BC217項）。 

 
1 審議事項 A1-4「『任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合』」において、「強制適用

前のフル適用」とは、適用が法令等により強制される報告期間よりも前に SSBJ基準を適用することを

認めている場合に、企業が自発的に、SSBJ 基準のすべての定めに準拠した開示（ただし、別段の定め

があるものを除く。）を行うときと整理している。 
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9. なお、本資料第 6 項及び第 8 項に記載されるような定めは、IFRS サステナビリティ開示

基準（ISSB基準）にはない。 

Ⅳ．寄せられたコメント 

10. 本論点に対し、次のようなコメントが寄せられた。 

（同時の報告） 

本公開草案の提案に賛成するコメント 

(1) 開示基準は現実的で、企業に過度な負担を強いるものでないことが重要である。した

がって、プライム上場企業以外の会社は、経過的な救済措置（適用基準案第 69項に

記載されている適用除外）が適用されることを支持する(金融庁のワーキング・グル

ープが公表した基準導入のロードマップとタイムテーブルに留意する。)。（利用者） 

本公開草案の提案に反対するコメント 

(2) 財務諸表のタイミングとサステナビリティ関連情報の報告を整合させ、異なるタイ

ミングで報告が生じる機会を提供しないことを提言する。SSBJ 公開草案は、企業が

関連する財務諸表と同時にサステナビリティ関連開示を報告することを要求する一

方、そうすることが禁止又は容認する特定の法令の要求事項がある場合（又は、企業

が任意で基準を適用する場合）には、企業の財務諸表と異なるタイミングでサステナ

ビリティ関連情報を報告することを許容している。意思決定を行うための重要性が

ある（material）情報が同時に入手可能であることを確実にするため、タイミングの

整合は投資家にとって不可欠である。（利用者） 

（比較情報の開示） 

本公開草案の提案に反対するコメント 

(3) 適用基準案第 76項ただし書きで、「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示

を行う場合、前報告期間に係る比較情報を開示しないことができる」旨の規定がある

が、投資家、作成者にとって、サステナビリティ情報に関する前期からの趨勢分析が

重要であるため、たとえ任意開示であっても、比較情報の開示をすべきと考える。

（その他の利害関係者2（企業）） 

 
2 利用者、作成者又は保証業務実施者のいずれにも該当しないコメント提出者を「その他の利害関係者」

としている。 
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（経過措置） 

本公開草案の提案に賛成するコメント 

(4) 我が国において、任意でサステナビリティ開示基準に従って開示を行う企業も想定

され、そのような場合の経過措置を定めることは、任意適用を促す効果があると考え

られる。（保証業務実務者） 

（「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行っていた企業が法令に従い開示を行

うこととなった場合」の経過措置） 

本公開草案の提案に反対するコメント 

(5) 比較情報の開示に関し、比較対象期間に関する情報が存在する場合には、制度開示に

移行した期から開示することが適当と考える。望ましい開示の在り方の観点からは、

既に任意開示により開示している情報が存在する場合には、制度開示に移行した期

においても比較情報を開示することが適切であると考えられる。 

任意適用を 2 年以上継続し、気候以外のリスク及び機会に関する情報を開示して

いる企業に対して、強制適用初年度に改めて気候以外のリスク及び機会を開示不要

とする必要性は乏しく、開示を要求する方が良いのではないか。（作成者及び保証業

務実施者） 

(6) 強制適用時期よりも前に金商法の定めに基づき、有価証券報告書内で SSBJ 基準に準

拠した開示を行う場合、「任意でサステナビリティ開示基準に従った場合」と「サス

テナビリティ開示基準に従い開示を行うことを容認する法令に従い開示を行う場合」

のいずれに該当するか。いずれに該当するかによって、それ以前に任意開示媒体で

SSBJ 基準を任意適用していたケースにおいて、経過措置（適用基準案第 100 項、一

般基準案第 44項及び気候基準案第 107項）の適用対象期が異なると考えられるため、

明確化することが望ましいと考えられる。（保証業務実施者） 

（自発的なフル適用の場合における別段の定めの拡大） 

(7) 任意開示企業への適用が場合分けされておらず、合理的で裏付け可能な情報の規定

が適用されてもいない要求事項の中には、例えば、適用基準 45項（ガイダンスの情

報源）のように、任意開示企業とプライム企業のニーズ・リソースの差異が影響する

と考えられる要求事項が存在する。任意開示企業とプライム企業のニーズ・リソース

の差異を考慮する必要があると考えられる要求事項においては、適用基準 64項（2）、

同 69項（2）、同 76項（2）との整合性を確保し SSBJ基準全体の一貫性を保つため
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に、任意開示企業への適用を場合分けする等の対応を検討することが考えられる。

（作成者） 

(8) 第 30回サステナビリティ基準委員会において、金商法における適用対象企業の範囲

をプライム（又はその一部）に定めるとの通知を金融庁から受けたことにより、第 29

回委員会時の暫定合意の意思確認の結果（SASBスタンダードを may consider と位置

付ける。）が、第 31 回委員会の暫定合意の意思確認において覆ったという事実は、

任意開示の企業に対して SASB スタンダードを shall consider として要求すること

は、実務上のハードルが高いと多くの委員が判断していたことの証左とも考えられ

る。上記を鑑み、適用基準 64項（2）、同 69項（2）、同 76項（2）と同様に、SASB

スタンダードを shall consider と位置付ける法定開示（プライム企業向け）の要求

事項と、任意開示企業に対する要求事項を場合分けする（例えば、任意開示の場合は、

SASBスタンダードを may considerに位置付けるなど）等の代替案を検討することが

考えられる。（作成者） 

(9) 産業横断的指標等（気候関連のリスク及び機会）について、戦略パートでの開示や追

加情報開示規定により、本要求事項が期待する情報は一定程度開示されると考えら

れることから、とりわけ任意でサステナビリティ情報を開示する企業については、国

際的な開示実務が安定するまでは当該要求事項を経過措置により適用しないことが

妥当である。（作成者） 

(10) 産業横断的指標等（資本投下）については、投下資本金額の安易な企業間比較を回避

するためにも、とりわけ任意でサステナビリティ情報を開示する企業については、国

際的な開示実務が安定するまでは経過措置により当該要求事項を適用しないことが

妥当である。（作成者） 

Ⅳ．自発的なフル適用に関する定めについての基本的な考え方 

11. SSBJ 基準は、金商法上の法定書類である有価証券報告書において提供されるサステナビ

リティ関連財務開示を念頭に置きつつも、サステナビリティ関連財務開示が幅広く行わ

れるように、企業が自発的に SSBJ基準を適用する場合にも適用可能な基準を開発すると

の方針に基づき、開発を行っている。 

12. ここで、SSBJ 基準は、投資家が意思決定を行う際に有用なサステナビリティ関連のリス

ク及び機会に関する情報が提供されるような基準を開発することを目的としたうえで、

自発的なフル適用の場合にも使えるように、必要な取扱いを定めることを意図しており、

投資家以外の利用者のニーズを踏まえた基準とすることは意図していない。 
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13. 一方、当委員会の運営方針では、サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表に

含まれる情報を補足し、補完するものであるとして、サステナビリティ関連財務開示が

財務諸表とあわせて開示されることにより、投資家の意思決定有用性を高め、利用者及

び作成者に便益をもたらすものと考えられ、また、企業経営に規律をもたらし企業の持

続的成長、長期的な企業価値の向上に資する役割を担うものと考えられるとしている3。 

14. このように、サステナビリティ関連財務開示は、資本市場における重要なインフラにな

ると考えられることから、当該開示が必要な企業の範囲は、SSBJ 基準に従い開示を行う

ことを要求又は容認する法令においてそれぞれ定められることになると考えられる。そ

のうえで、社会的な便益の観点からは、法令において開示が強制されていないものの、

SSBJ 基準の自発的なフル適用を行おうとする企業が多くなることが望ましいと考えられ

る。 

15. このため、SSBJ基準の自発的なフル適用を促進するにあたり、SSBJ基準に基づくサステ

ナビリティ関連財務開示の有用性を損なわせない範囲において、サステナビリティ関連

財務開示の準備状況など、自発的なフル適用を行う企業の置かれた状況に対応できるよ

うに、SSBJ基準における定めを免除することを検討することが考えられる。 

16. 以下の分析においては、本資料第 11 項から第 15 項に示した、自発的なフル適用に関す

る定めについての基本的な考え方に基づき検討することが考えられるがどうか。 

 

ディスカッション・ポイント 

自発的なフル適用に関する定めについての基本的な考え方に関する分析（本資料第 11項から

第 16項参照）について、ご質問やご意見があればいただきたい。 

 

Ⅴ．自発的なフル適用に関する定めに関する具体的な検討 

（１）同時の報告、情報の記載場所及び比較情報の開示 

17. 本公開草案において、同時の報告、情報の記載場所及び比較情報の開示に関して自発的

なフル適用の場合の別段の定めを置くことを提案したのは、それぞれ次の理由による。 

 
3 「サステナビリティ基準委員会の運営方針」（2022年 11 月公表） 

https://www.ssb-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/6/middle_plan_20221124.pdf 
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(1) 同時の報告 

これまでの我が国の自発的なサステナビリティ開示の実務において、財務諸表とサ

ステナビリティ開示が公表されるタイミングが異なることが多かったと考えられる

ものの、そのことをもってサステナビリティ開示の有用性が大きく損なわれてはい

ないと考えられた。 

(2) 情報の記載場所 

自発的なフル適用の場合に同時に報告しないことを認める定めを置くこととした場

合、必然的に情報の記載場所は同じにならない。また、自発的なフル適用の場合、サ

ステナビリティ関連財務開示及び関連する財務諸表を同時に報告するとしても、自

発的に行う企業報告のあり方には多様な方法が考えられることから、両者をあわせ

て開示する必然性はないと考えられた。 

(3) 比較情報の開示 

比較情報は企業のパフォーマンスに関するトレンドを把握するうえで有用な情報で

あると考えられるものの、自発的なフル適用の場合には、SSBJ 基準が求める開示項

目について、少なくとも当報告期間の情報が開示されることの方がより有用と考え

られた。 

18. 本論点については、自発的なフル適用の場合にも、同時の報告、情報の記載場所及び比較

情報の開示に関して原則的な取扱いに従うことを求めた場合、積極的に開示に取り組む

企業が自発的なフル適用により開示を行うことを躊躇し、結果的に主要な利用者の便益

を損なうことが懸念される。 

19. 本資料第 14 項及び第 15 項のとおり、自発的なフル適用を行う企業が多くなることが望

ましいとの観点から、SSBJ 基準に基づくサステナビリティ関連財務開示の有用性を損な

わせない範囲において、SSBJ 基準における定めの免除を検討することが考えられること

を踏まえると、企業の置かれた状況に対応できるように、自発的なフル適用の場合には、

同時の報告、情報の記載場所及び比較情報の開示に関して原則的な取扱いに従わないこ

とを認めることが考えられる。 

20. 以上を踏まえ、同時の報告、情報の記載場所及び比較情報の開示に関して、適用基準案第

64項(2)、第 69項(2)及び第 76項(2)の提案を維持することが考えられるがどうか。 
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ディスカッション・ポイント 

同時の報告、情報の記載場所及び比較情報の開示に関する分析（本資料第 17 項から第 20 項

参照）について、ご質問やご意見があればいただきたい。 

 

（２）自発的なフル適用の場合の経過措置 

21. 本資料第 6項(3)に記載したとおり、本公開草案では、自発的なフル適用の場合に比較情

報の開示を免除することを提案していたため、本公開草案における自発的なフル適用の

場合の経過措置は、法令に基づき SSBJ基準を適用する場合に適用可能な経過措置のうち、

比較情報に関する定めを除いたものとすることを提案している（適用基準案 BC168 項及

び気候基準案 BC216項）。 

22. 本資料第 10項のとおり、本論点に関して、特段反対するコメントが寄せられていないこ

とを踏まえると、自発的なフル適用の場合の経過措置に関して、適用基準第 99項及び気

候基準案第 106項の提案を維持することが考えられるがどうか。 

 

ディスカッション・ポイント 

自発的なフル適用の場合の経過措置に関する分析（本資料第 21 項及び第 22 項参照）につい

て、ご質問やご意見があればいただきたい。 

 

（３）「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行っていた企業が法令に従

い開示を行うこととなった場合」の経過措置 

23. 本資料第 8 項に記載したとおり、「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行

っていた企業が法令に従い開示を行うこととなった場合」に関する経過措置の定めは、

法令により SSBJ 基準に基づく開示を行うことを強制される企業が、法令に従い SSBJ 基

準を適用する最初の年次報告期間において、それまで任意で開示を行っていたかどうか

で適用される経過措置の範囲が異なることは不合理であるとの考えや、SSBJ 基準におい

て手当てを行わない場合、積極的に開示に取り組む企業が開示を行うことを躊躇し、開

示される情報量が減少し、結果的に主要な利用者の便益を損なうことへの懸念から、提

案したものである（適用基準案 BC169項、一般基準案 BC65項及び気候基準案 BC217項）。 
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24. ここで、本資料第 23項に示した考え方は、適用が法令等により強制される報告期間より

も前に SSBJ基準を適用することを認めている場合に、企業が自発的に、SSBJ 基準のすべ

ての定めに準拠した開示を行うことを前提としたものであり、強制適用前のフル適用を

想定したものであると考えられる。 

25. この点、審議事項 A1-4「『任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合』」

において検討したとおり、強制適用前のフル適用の場合の取扱いは、SSBJ 基準において

別段の定めを置くことはせず、本公開草案において提案する「サステナビリティ開示基

準に従い開示を行うことを要求又は容認する法令に従い開示を行う場合」の経過措置（適

用基準案第 96 項から第 98 項、一般基準案第 42 項及び第 43 項並びに気候基準案第 103

項から第 105 項）が、強制適用前のフル適用の場合にも適用されることを、確定基準に

おいて明確にすることが考えられる。そのうえで、仮に当局が、制度設計上、強制適用前

のフル適用の場合の経過措置が必要と考えた場合は、法令において、SSBJ 基準に上乗せ

して定めることができると考えられる。 

26. このため、「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行っていた企業が法令に

従い開示を行うこととなった場合」に関する本公開草案の提案（適用基準案第 100 項、

一般基準案第 44 項及び気候基準案第 107 項）については、SSBJ 基準の最終化にあたり、

本公開草案から削除することが考えられるがどうか。 

27. なお、金商法に基づく開示制度における SSBJ基準の早期適用については、金融庁が法令

において SSBJ基準に上乗せして定めることができるため、本論点に寄せられたコメント

（本資料第 10項(4)及び(5)参照）については、金融庁にも伝えることが考えられる。 

 

ディスカッション・ポイント 

「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行っていた企業が法令に従い開示を行う

こととなった場合」に関する分析（本資料第 23 項から第 27 項参照）について、ご質問やご

意見があればいただきたい。 

 

（４）自発的なフル適用の場合における別段の定めの拡大 

28. 本資料第 11項に記載したとおり、SSBJ基準は、金商法上の法定書類である有価証券報告

書において提供されるサステナビリティ関連財務開示を念頭に置きつつも、サステナビ

リティ関連財務開示が幅広く行われるように、企業が自発的に SSBJ基準を適用する場合

にも適用可能な基準を開発するとの方針に基づき、開発を行っている。 
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29. 本資料第 14 項及び第 15 項のとおり、自発的なフル適用を行う企業が多くなることが望

ましいとの観点から、SSBJ 基準に基づくサステナビリティ関連財務開示の有用性を損な

わせない範囲において、SSBJ 基準における定めの免除を検討することが考えられること

を踏まえると、企業の置かれた状況に対応できるように、一部の開示項目について開示

を免除する定めを増やすことも考えられる。 

30. しかしながら、本公開草案においては、既に本資料第 6 項に掲げた項目に関して、自発

的なフル適用を行う企業に対し、SSBJ 基準が求める原則的な定めを免除する定めを置く

ことを提案している。自発的なフル適用に関する定めについての基本的な考え方として、

本資料第 15 項において、SSBJ 基準における定めの免除を検討するのは、SSBJ 基準に基

づくサステナビリティ関連財務開示の有用性を損なわせない範囲においてとしているこ

とを踏まえると、本資料第 6 項に掲げた項目以上に、一部の開示項目について開示を免

除する定めを増やすことはしないことが考えられる。 

31. このため、自発的なフル適用の場合における別段の定めを拡大すべきとするコメントに

は特段対応しないことが考えられるがどうか。 

 

ディスカッション・ポイント 

自発的なフル適用の場合における別段の定めの拡大に関する分析（本資料第 28 項から第 31

項参照）について、ご質問やご意見があればいただきたい。 

 

Ⅵ．制度設計に関するコメントへの対応 

（寄せられたコメント） 

32. 本資料第 10項のほか、本論点に関して、次のようなコメントが寄せられた。 

(1) プライム企業以外の任意適用や将来的なこれらの企業への強制適用を見据え、本邦

独自の定めを置くこと自体には異論はない。ただし、これらはアドプションした国際

基準に対する追加的な定めとして、開示府令若しくは開示府令に付随する規則等で

規定することを求めたい。仮に、現行の公開草案の枠組みを残す場合も、SSBJ 基準

を日本の状況を考慮した国内基準と位置付け、企業は IFRS 若しくは SSBJ 基準のい

ずれかを選択適用可能とすべきと考える（作成者）。 
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(2) 金融審議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グル

ープ」における議論では、SSBJ基準を一部のプライム上場企業から適用し、2030年

代にはプライム上場企業全体に適用することが提案されている。一方で、スタンダー

ド市場やグロース市場等に上場する企業への SSBJ基準の適用については、議論がな

されていない。 

その結果、上場企業の間でサステナビリティ開示に関する対応に大きな違いが生

じることが懸念される。また、スコープ 3温室効果ガス排出量のように、社会全体と

して、バリュー・チェーン情報に該当する情報が広く開示されていることが望まし

い。 

そこで、SSBJ 基準の適用対象以外の企業が適用可能な簡易版のサステナビリティ

開示基準の開発について検討することを期待する。想定される利用企業としては、ス

タンダード市場上場企業やグロース市場上場企業等の本公開草案の適用対象でない

上場企業、上場企業以外の有価証券報告書提出会社及び有価証券報告書提出会社以

外の大規模企業等が考えられる。 

簡易版のサステナビリティ開示基準としては、例えば、対象情報を気候関連情報に

絞った基準、エフラグの上場中小企業（SME）向けの基準のように全般的要求事項と

指標のみで構成されたテーマ別基準とすることなどが考えられる（保証業務実施者）。 

(3) 有価証券報告書では既に「サステナビリティ開示」欄が設けられ施行されている。プ

ライム上場企業以外は、「開示基準が不在」の「開示義務化」状態が続くことになる。

したがって、プライム上場企業以外は、「経過措置」の対象とはせずに、「簡易版」

の制定を提案する（その他の利害関係者（個人））。 

（事務局による分析） 

33. 本資料第 11項に記載したとおり、SSBJ基準は、金商法上の法定書類である有価証券報告

書において提供されるサステナビリティ関連財務開示を念頭に置きつつも、これに限ら

ず、企業が自発的に SSBJ 基準を適用する場合にも適用可能な基準を開発するとの方針に

基づき、開発を行っているものであるため、自発的なフル適用に関する定めについては、

SSBJ基準において定めることが必要と考えられる。 

34. 一方、本資料第 32 項(2)のコメントにおいて指摘されている、社会全体として、バリュ

ー・チェーン情報に該当する情報が広く開示されていることが望ましいという点につい

ては、当委員会において検討すべきテーマとなり得ると考えられるものの、まずは IFRS 

S1号及び IFRS S2号に相当する基準の開発を完了させたうえで、その導入支援に注力す

ることが当委員会に対するニーズであると考えられるため、当該コメントは、今後の参

考とすることが考えられる。 
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35. 本資料第 32項のコメントは、金商法に基づく開示制度にかかわる内容でもあり、当該事

項については金融庁が定めるものであるため、金融庁にも伝えることが考えられる。 

 

ディスカッション・ポイント 

制度設計に関するコメントへの対応に関する分析（本資料第 33 項から第 35 項参照）につい

て、ご質問やご意見があればいただきたい。 

 

Ⅶ．事務局による提案 

36. 以上の検討を踏まえ、自発的なフル適用の場合における別段の定めに関して、次のよう

にすることが考えられるがどうか。 

(1) 本公開草案において提案する「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行

う場合」の定め（本資料第 6項参照）は、自発的なフル適用の場合に適用されること

を確定基準において明確にしたうえで、本公開草案の提案を維持する。（本公開草案

の明確化） 

(2) 「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行っていた企業が法令に従い開

示を行うこととなった場合」の経過措置に関する本公開草案の提案（適用基準案第

100 項、一般基準案第 44 項及び気候基準案第 107 項）を削除する。（本公開草案か

ら変更あり） 

(3) 上記(1)以外の事項について、自発的なフル適用の場合における取扱いを定めること

はしない。（本公開草案から変更なし） 

 

ディスカッション・ポイント 

自発的なフル適用の場合における別段の定めに関する事務局の提案（第 36 項参照）につい

て、ご質問やご意見があればいただきたい。 

 

以 上 


